
○　令和６年度西脇市各会計予算額

（単位　千円、％）

増　減　額

21,080,000 20,850,000 230,000 1.1

10,896,684 10,860,112 36,572 0.3

4,046,939 4,263,040 △ 216,101 △ 5.1

316,456 326,575 △ 10,119 △ 3.1

471,733 442,047 29,686 6.7

9,242 7,591 1,651 21.7

5,222,380 5,045,735 176,645 3.5

35,745 35,614 131 0.4

736,884 681,904 54,980 8.1

57,305 57,606 △ 301 △ 0.5

15,780,084 16,801,457 △ 1,021,373 △ 6.1

1,682,962 1,776,948 △ 93,986 △ 5.3

3,845,365 3,891,869 △ 46,504 △ 1.2

10,251,757 11,132,640 △ 880,883 △ 7.9

47,756,768 48,511,569 △ 754,801 △ 1.6

※　企業会計の予算額は、第３条及び第４条予算の支出予定額の合算額です。

太 陽 光 発 電 事 業 特 別 会 計

総　　　　合　　　　計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

企 業 会 計 合 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

老 人 保 健 施 設 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

茜が丘宅地供給事業特別会計

学校給食センター特別会計

会　　　　計　　　　名

公 営 墓 地 特 別 会 計

　一般会計の当初予算額は前年度比 1.1％増の 210億８千万円で、第２次西脇市総合計画の将来像に
掲げる「つながり　はぐくみ　未来織りなす　彩り豊かなまち　にしわき」の実現に向けて、事業を
展開していきます。
　「未来を拓く次世代が育まれるまち」では、児童手当の拡充や１か月児健診の実施、妊婦の健診費
用の助成拡大のほか、子育て経験のある配達員が見守りを兼ねておむつ等の育児用品を配達する「は
ぴいく定期便」を新たに実施し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図るとともに、不安の解消につな
げます。
　「安全で快適な生活基盤が整うまち」では、引き続き県・丹波市と連携してＪＲ加古川線西脇市駅
以北の維持・利用促進に取り組むとともに、（都）和布郷瀬線沿道地区における土地区画整理事業の
事業化に向けて、事業用地の先行買収や老朽建築物の除却等に着手します。
　「戦略的で持続可能な行政経営の推進」では、住民記録や税務などの自治体基幹業務システムの標
準化を進めるほか、業務の効率化及び市民サービスの向上を図るため、公開型ＧＩＳ（地理情報シス
テム）を整備するなど、自治体ＤＸの更なる推進に取り組みます。
　また、物価高騰対策として、国事業の定額減税やその恩恵が十分に受けられない層への調整給付、
住民税非課税世帯等への給付のほか、学校給食の食材費高騰分を引き続き公費で負担します（一部補
正対応）。

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

比　　　　較

増 減 率

一 般 会 計

令和６年度
予　算　額

特 別 会 計 合 計

令和５年度
予　算　額

☆☆令和６年度当初予算の概要☆☆



○　一般会計の状況

【 歳　入 】
（単位　千円、％）

１ 4,717,321 4,891,407 22.4 23.5 96.4

２ 151,000 138,000 0.7 0.7 109.4

３ 2,500 2,000 0.0 0.0 125.0

４ 41,000 50,000 0.2 0.2 82.0

５ 49,000 32,000 0.2 0.2 153.1

６ 82,000 66,000 0.4 0.3 124.2

７ 892,000 946,000 4.2 4.5 94.3

８ 55,000 58,000 0.3 0.3 94.8

９ 32,000 20,000 0.2 0.1 160.0

10 201,000 39,000 1.0 0.2 515.4

11 6,360,000 6,210,000 30.2 29.8 102.4

12 3,500 4,000 0.0 0.0 87.5

13 23,913 17,644 0.1 0.1 135.5

14 275,514 274,072 1.3 1.3 100.5

15 2,560,178 2,406,670 12.1 11.5 106.4

16 1,633,261 1,547,464 7.7 7.4 105.5

17 52,010 41,502 0.3 0.2 125.3

18 1,000,010 800,010 4.7 3.8 125.0

19 2,211,402 2,580,511 10.5 12.4 85.7

20 10 10 0.0 0.0 100.0

21 400,681 427,310 1.9 2.1 93.8

22 336,700 298,400 1.6 1.4 112.8

21,080,000 20,850,000 100.0 100.0 101.1

前年度
比　較６年度 ５年度

市 税

区　　　　　　分
令和６年度
予　算　額

令和５年度
予　算　額

構　成　比

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

地 方 特 例 交 付 金

諸 収 入

合　　　　　　計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

市 債



【 歳　出・目的別 】

（単位　千円、％）

１ 181,767 182,288 0.9 0.9 99.7

２ 3,354,927 3,577,469 15.9 17.2 93.8

３ 7,123,564 6,740,061 33.8 32.3 105.7

４ 2,502,677 2,691,011 11.9 12.9 93.0

５ 97,897 114,717 0.5 0.5 85.3

６ 740,570 625,915 3.5 3.0 118.3

７ 251,354 263,893 1.2 1.3 95.2

８ 2,387,320 2,317,175 11.3 11.1 103.0

９ 827,020 805,826 3.9 3.9 102.6

10 1,648,137 1,488,781 7.8 7.1 110.7

11 200 200 0.0 0.0 100.0

12 1,934,566 2,012,663 9.2 9.7 96.1

13 1 1 0.0 0.0 100.0

14 30,000 30,000 0.1 0.1 100.0

21,080,000 20,850,000 100.0 100.0 101.1

土 木 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　　　計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

構成比
増減率

６年度 ５年度

議 会 費

区　　　　　分
令和６年度
予　算　額

令和５年度
予　算　額



【 歳　出・性質別 】

（単位　千円、％）

14,430,983 13,748,204 68.5 65.9 105.0

2,942,650 2,752,768 14.0 13.2 106.9

2,727,060 2,397,353 12.9 11.5 113.8

81,825 94,353 0.4 0.5 86.7

4,175,842 3,970,664 19.8 19.0 105.2

4,503,606 4,533,066 21.4 21.7 99.4

769,435 864,316 3.6 4.2 89.0

769,235 864,116 3.6 4.2 89.0

406,882 215,950 1.9 1.1 188.4

362,353 648,166 1.7 3.1 55.9

200 200 0.0 0.0 100.0

5,879,582 6,237,480 27.9 29.9 94.3

814,812 883,133 3.9 4.2 92.3

620,255 903,695 2.9 4.3 68.6

162,000 180,000 0.8 0.9 90.0

2,318,135 2,228,087 11.0 10.7 104.0

1,934,380 2,012,565 9.2 9.7 96.1

30,000 30,000 0.1 0.1 100.0

21,080,000 20,850,000 100.0 100.0 101.1

繰 出 金

単 独 事 業 費

予 備 費

構成比

合　　　　　　　　　計

区　　　　　分

そ の 他

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金

貸 付 金

補 助 費 等

人 件 費

物 件 費

令和６年度
予　算　額

令和５年度
予　算　額

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

増減率
５年度６年度

補 助 事 業 費

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費



○　市税の状況

（単位　千円、％）

増　減　額

1,860,247 2,024,159 △ 163,912 △ 8.1

1,569,184 1,722,469 △ 153,285 △ 8.9

現 年 課 税 分 1,562,581 1,715,632 △ 153,051 △ 8.9

滞 納 繰 越 分 6,603 6,837 △ 234 △ 3.4

291,063 301,690 △ 10,627 △ 3.5

現 年 課 税 分 290,945 301,567 △ 10,622 △ 3.5

滞 納 繰 越 分 118 123 △ 5 △ 4.1

2,190,739 2,187,270 3,469 0.2

2,179,181 2,175,715 3,466 0.2

現 年 課 税 分 2,173,414 2,169,945 3,469 0.2

滞 納 繰 越 分 5,767 5,770 △ 3 △ 0.1

11,558 11,555 3 0.0

177,033 190,063 △ 13,030 △ 6.9

11,002 19,549 △ 8,547 △ 43.7

166,031 170,514 △ 4,483 △ 2.6

現 年 課 税 分 165,592 170,032 △ 4,440 △ 2.6

滞 納 繰 越 分 439 482 △ 43 △ 8.9

265,588 262,656 2,932 1.1

223,714 227,259 △ 3,545 △ 1.6

222,875 226,412 △ 3,537 △ 1.6

839 847 △ 8 △ 0.9

4,717,321 4,891,407 △ 174,086 △ 3.6合　　　　計

令和６年度
予　算　額

都 市 計 画 税

固 定 資 産 税

交 付 金

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

種 別 割

環 境 性 能 割

令和５年度
予　算　額

比　　　　　較

増 減 率
項　　　　　　目

市 民 税

固 定 資 産 税

個 人

法 人



（単位　千円）

起 債 見 込 額 元金償還見込額

22,201,958 20,505,346 336,700 1,839,078 19,002,968

14,217,173 13,229,483 256,700 1,096,854 12,389,329

総 務 5,317,223 5,149,731 0 169,170 4,980,561

民 生 291,262 270,860 0 20,463 250,397

衛 生 1,562,156 1,484,577 0 76,535 1,408,042

農 林 業 147,086 151,012 27,900 22,760 156,152

商 工 14,150 12,735 0 1,415 11,320

土 木 2,744,323 2,456,572 214,200 382,913 2,287,859

消 防 2,053,810 1,841,435 14,600 207,826 1,648,209

教 育 2,087,163 1,862,561 0 215,772 1,646,789

3,834 3,119 0 538 2,581

7,980,951 7,272,744 80,000 741,686 6,611,058

1,313,868 1,190,804 25,000 115,494 1,100,310

12,825,560 11,583,503 316,500 1,449,692 10,450,311

7,126,207 7,840,597 159,000 634,757 7,364,840

43,467,593 41,120,250 837,200 4,039,021 37,918,429

○市債（借入金）の状況

災 害 復 旧 債

区　　　　　　分

一 般 会 計

令和４年度末
現 在 高

令和５年度末
現在高見込額

令 和 ６ 年 度 中 増 減 見 込 額 令和６年度末
現在高見込額

病 院 事 業 会 計

合　　　　　　計

普 通 債

特 例 債 等

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計



（単位　千円）

積 立 見 込 額 取崩し見込額

5,412,057 4,340,930 12,007 910,000 3,442,937

1,279,273 1,430,705 501,420 804,217 1,127,908

1,375,563 1,375,563 8,527 8,527 1,375,563

42,571 97,771 4,098 27,579 74,290

1,742,253 1,672,643 53,455 276,955 1,449,143

509,287 509,287 1,569 1,569 509,287

18,984 18,963 29 50 18,942

233,542 254,121 22,988 35,131 241,978

41,900 34,962 16,053 20,000 31,015

1,327 1,329 2 0 1,331

113,205 92,860 93 15,462 77,491

6,659 6,669 10 0 6,679

1,604 284 3 117 170

96 97 1 0 98

626,709 700,123 700 70,205 630,618

84,317 80,387 81 5,488 74,980

276,818 360,766 373 28,491 332,648

30,818 18,399 612 17,000 2,011

11,796,983 10,995,859 622,021 2,220,791 9,397,089合　　　　　　計

○基金の状況

区　　　　　　分
令和４年度末
現 在 高

令和５年度末
現在高見込額

令 和 ６ 年 度 中 増 減 見 込 額 令和６年度末
現在高見込額

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金

公 営 墓 地 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

環 境 基 金

幼 児 等 教 育 振 興 基 金

青 少 年 健 全 育 成 振 興 基 金

にしわき経緯度地球科学館整備基金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

地 域 福 祉 基 金

日本のへそ日時計の丘公園管理基金

森 林 整 備 基 金

交 通 遺 児 基 金

経 緯 度 公 園 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と 西 脇 「 日 本 の へ そ 」 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金



（単位　千円、％）

収益的収支 資本的収支 計 増 減 額

収入 1,119,745 54,367 1,174,112 1,165,099 9,013 0.8

支出 1,138,692 544,270 1,682,962 1,776,948 △ 93,986 △ 5.3

差引 △ 18,947        －        －        －        －     －

収入 1,861,444 1,308,612 3,170,056 3,242,759 △ 72,703 △ 2.2

支出 1,872,925 1,972,440 3,845,365 3,891,869 △ 46,504 △ 1.2

差引 △ 11,481        －        －        －        －     －

収入 9,003,266 536,869 9,540,135 10,897,945 △ 1,357,810 △ 12.5

支出 9,457,999 793,758 10,251,757 11,132,640 △ 880,883 △ 7.9

差引 △ 454,733        －        －        －        －     －

収入 11,984,455 1,899,848 13,884,303 15,305,803 △ 1,421,500 △ 9.3

支出 12,469,616 3,310,468 15,780,084 16,801,457 △ 1,021,373 △ 6.1

差引 △ 485,161        －        －        －        －     －

合　　　 計

比　　　較

増減率

水 道 事 業 会 計

令 和 ６ 年 度 予 算 額 令和５年度
予　算　額

収支

○令和６年度企業会計予算額

会　 計　 名

下水道事業会計

病 院 事 業 会 計



○グラフでみる予算額（住民一人当たり）

【 歳  入 】

【 歳  出（性質別） 】

債務負担行為

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

市 税 地方交付税 国・県支出金 繰入金 諸収入 市 債 その他

123,743

166,833

110,001

58,009

10,510 8,832

75,034

（単位 円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

77,190

109,539

118,138

20,183

60,808
50,742

116,362
(単位 円)



【 市  税 】

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

市民税(個人) 市民税(法人) 固定資産税 都市計画税 たばこ税 その他

41,162

7,635

57,467

5,868 6,967 4,644

(単位 円)



○グラフでみる市税・財政調整基金の推移

【 市税の推移 】

【 財政調整基金(貯金)の年度末残高推移 】

債務負担行為

4,964,300

4,882,173
4,815,675

4,772,309

4,893,958 4,870,101

4,843,621

4,951,446

4,891,407

4,717,321

4,500,000

5,000,000

5,500,000

※令和５、６年度は、予算上の数値

(単位 千円)

4,958,639

5,254,986
5,521,333

5,667,611

5,153,085

4,925,978

5,017,754

5,412,057

4,340,930

3,442,937

1,500,000
2,000,000
2,500,000
3,000,000
3,500,000
4,000,000
4,500,000
5,000,000
5,500,000
6,000,000

※令和５、６年度は、予算上の数値

(単位 千円)



令和６年度の西脇市一般会計予算を家計にたとえてみました。

総　額 貯金残高
ローン残高

収入の計 210億8,000万円
その他
（雑費）

10億  681万円

　西脇市では、給料や実家等からの支援などにより１年間で１８５億３,１９０万円の給与収入等があり
ますが、これでは１年間に使うお金として足りません。そこで、貯金の取崩しと銀行からの借入金で不
足分の２５億４,８１０万円を賄っています。
　また、西脇市ではローン残高が１９０億2９７万円、貯金が８３億5,６８３万円あります。

支出の計 210億8,000万円

繰入金（貯金の取り崩し） 22億1,140万円
繰出金
（仕送り）

23億1,813万円

市債（ローン） 3億3,670万円
普通建設事業等
（家の建替え、車等購入）

7億6,944万円

諸収入ほか（株式配当） 14億　  70万円 補助費等
（病院・下水道・ごみ処理等への支援）

45億  361万円

給料収入等の計 185億3,190万円
積立金
（貯金）

6億2,026万円

分担金・負担金、使用料及び手数料
（臨時収入）

2億9,943万円
公債費
（ローン返済金）

19億3,438万円

財産収入
（不動産収入）

5,201万円
物件費・維持補修費
（被服費、消耗品、家の修繕料）

28億  888万円

市税
（給料）

47億1,732万円
人件費
（生活費）

29億4,265万円

地方交付税、各種譲与税等
（実家等からの支援）

120億6,244万円
扶助費
（学費、年金掛金、医療費）

41億7,584万円

西脇市の一般会計当初予算（令和６年度）

西脇市の１年間の収入と支出　 210億8,000万円 83億 5,683万円
190億　 297万円

１　年　間　の　収　入 １　年　間　の　支　出



（新）地域子育て相談機関設置事業 3,086

（新）放課後児童対策事業（見守りカメラ購入） 1,890

（新）子ども・子育て支援事業（こども計画等策定） 2,640

（新）体調不良児対応型病児保育事業 13,488

（新）見守りカメラ等設置事業 525

令和６年度当初予算主要事業の概要

（単位　千円）

（新･･･新規、充･･･充実）

こども基本法に基づき、令和７年度を初年度とする市町
村版こども計画を策定する。

認定こども園に対し、体調不良児への対応を図るための
看護師等の配置に係る経費を補助し、安全・安心な保育体
制の充実を図る。

令和６年度改正児童福祉法の施行に伴い、子育て世帯が
身近な場所で継続的に相談できる地域子育て相談機関を設
置する。

安全・安心な保育環境を確保するため、放課後児童クラ
ブの全保育室に見守りカメラを設置する。

認定こども園に対し、保育室等への見守りカメラ・パー
テーション等の設置に係る経費を補助し、安全・安心な保
育環境を確保する。

○未来を拓く次世代が育まれるまち



（新）１か月児健康診査事業 1,091

（新）はぴいく定期便事業 3,828

（新）学校学習環境規模適正化推進事業（長寿命化計画改定） 3,740

（新）リーディングＤＸスクール事業 646

（新）コミュニティ・スクール導入推進事業 80

（新）小中学校管理運営事業（校務支援システム更新） 59,071

１か月児を対象に医療機関において個別健康診査を行い、
疾病や異常を早期発見し、適切に指導することで、乳児の
健康の保持増進を図る。

子育て世帯の負担軽減を図るため、生後５か月から１歳
までの児童を養育する家庭に、子育て経験のある配達員が
見守りを兼ねておむつ等の育児用品を届ける。

令和５年度に策定した学習環境規模適正化推進計画を踏
まえ、小中学校教育施設長寿命化計画（個別施設計画）を
改定する。

令和５年度の取組成果をもとに、研究指定校区を拡大し、
１人１台端末及びクラウド環境を活用した教育実践の創出・
モデル化に取り組み、授業内容の充実を図る。

地域と一体となって特色ある学校づくりを進めていくた
め、コミュニティ・スクールの導入に向けた研究と準備を
行う。

平成28年度に導入した校務支援システムを更新し、教職
員の校務に対する負担を軽減する。



（新）不登校対策事業 9,638

（充）こども未来応援事業 22,197

（充）児童手当支給事業 628,503

（充）子育て支援事業（母子保健事業における） 20,000

（充）産後ケア利用助成事業 1,255

（充）教育カウンセリング事業 11,236

妊婦健康診査に要する費用の助成額の上限を９万４千円
から10万円に改めるとともに、券種に 1,000円券を追加し、
利用者の負担軽減及び利便性の向上を図る。

産後１年未満の産婦及び乳児に対して実施している産後
ケアの利用費用の助成について、所得制限を撤廃し、利用
者の負担軽減を図る。

令和５年度から実施している学習塾や習い事に係る費用
助成について、デジタルクーポンを導入することで、利用
者及び参画事業者の利便性の向上を図る。

市内小中学校に不登校児童生徒支援員を配置し、校内サ
ポートルームにおいて、個に応じた学習や生活支援など不
登校児童生徒への支援を行う。

令和６年10月分から児童手当の所得制限を撤廃し、対象
年齢を18歳まで拡充するとともに、第３子以降の支給額を
月額３万円に増額する。

スクールカウンセラーの配置時間を拡充するとともに、
新たに小学校にスクールソーシャルワーカー１名を配置し、
教育相談体制の充実を図る。



（新）地域福祉計画推進事業 547

（新）電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業 77,045

（新）成年後見制度利用促進事業 4,899

（新）高齢者補聴器購入助成事業 1,400

（新）防犯活動支援事業（自動録音電話機等購入補助金） 2,400

令和８年度を初年度とする第四次西脇市地域福祉計画の
策定に向け、アンケート調査を実施する。

認知症などにより判断能力が十分でない方を支援するた
め、成年後見支援センターを設置し、成年後見制度の周知
啓発等を行うとともに、利用促進を図る。

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担を軽減する
ため、令和６年度に新たに住民税非課税となった世帯等に
対し、10万円（児童１人当たり５万円加算）を給付する。

○つながりによる安心とうるおいが実感できるまち

65歳以上の高齢者を対象に、補聴器購入費用の一部を助
成することで、社会参加の促進や認知機能等の低下予防を
図る。

特殊詐欺被害を未然に防ぐため、65歳以上の高齢者を対
象に、自動録音電話機等の購入費用の一部を補助する。



（新）事業用電気自動車導入促進事業 850

（充）社会福祉法人等就業者確保支援事業 480

（新）道路台帳管理事業（道路台帳基盤図作成及び電子化） 55,641

（新）立地適正化計画改定事業 10,227

（新）中央駐車場一般管理事業（泡消火設備一斉開放弁取替） 28,000

持続可能な都市の実現に向け、目標値の達成状況評価と
防災指針を追加するとともに、（都）和布郷瀬線の事業化
等を見据えた区域の検討を行う。

公開型ＧＩＳ（地理情報システム）の導入にあわせて道
路台帳基盤図の作成及び電子化を行う。

○安全で快適な生活基盤が整うまち

西脇中央駐車場「アピカ駐車場」の泡消火設備一斉開放
弁取替工事費

脱炭素社会の実現に寄与するため、事業者における電気
自動車導入費用の一部を補助する。

県と協調して奨学金返済支援制度を拡充し、当該制度の
対象となる市内社会福祉法人等に対し、最大17年間、負担
額の一部を助成し、若手職員の確保・定着を図る。



（充）鉄道利用促進事業 9,218

（充）住宅活用促進事業 4,066

（充）（都）和布郷瀬線推進事業 73,118

（新）万博交流推進事業 1,203

（新）レントン市親善事業 6,724

2025年大阪・関西万博に向けて、市内のフィールドパビ
リオンの活動支援など、地域資源を生かした観光促進によ
る地域の活性化を図る。

○地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち

姉妹都市提携を結んでいるアメリカ・ワシントン州レン
トン市と中学生親善使節団を５年ぶりに相互派遣し、国際
的な感覚を養うとともに、交流を図る。

（都）和布郷瀬線沿道地区における土地区画整理事業の
事業化に向け、事業用地の先行買収や老朽建築物の除却等
を行う。

既存住宅の耐震化及び省エネ化への支援を行うことによ
り、既存住宅の活用促進、温室効果ガスの削減及び安心・
安全・快適な住環境の創出を図る。

通学定期券購入者への自転車無償貸出しやＪＲ加古川線
（西脇市駅～谷川駅）を利用した社会学習・団体利用への
助成を行うことで、ＪＲ加古川線の利用促進を図る。



（新）地産地消推進事業（農産品流通拡大） 2,400

（新）市営土地改良事業（喜多前坂黒田井堰改修工事費等） 157,815

（新）中学校制服播州織シャツ支給事業 1,280

（新）播州織西脇チェック開発事業 1,562

（新）産業観光推進事業 2,200

（新）土地利用推進事業 27,088

農家や加工業者などが連携して行う新商品開発や販路拡
大、廃棄ロス削減に係る取組を支援し、農産物のブランド
化や持続可能な農業を推進する。

喜多前坂黒田井堰の改修工事を行うほか、農業用施設の
維持管理の負担軽減及び長寿命化を図る。

市内在住の新中学１年生に播州織のスクールシャツを配
布し、地場産業への理解とシビックプライド（郷土愛）の
醸成を図る。

2025年大阪・関西万博を契機に、播州織産地オープンフ
ァクトリーの推進や産業観光の基盤強化による地域産業の
魅力発信を行う。

産業街区の形成による企業誘致を推進し、地域活性化を
図るため、高松地区地区計画を策定する。

播州織の普及・ＰＲのため、公募により「西脇チェック」
を作成し、2025年大阪・関西万博及び市制20周年を通じて
認知拡大を図る。



（充）企業連携型奨学金返還サポート事業 390

（充）森林環境譲与税事業 32,000

（充）観光交流活動創出支援事業 3,800

（充）生活交通安全啓発事業 1,354

（新）骨髄等移植ドナー助成事業 200

（新）各種予防接種事業（新型コロナワクチン接種） 21,254

ドナー登録をしている市民に対し、骨髄等の提供を行う
際の通院等の日数に応じた助成を行うことで、ドナーの経
済的・心理的負担の軽減と移植事業の円滑な推進を図る。

○生涯活躍・共生社会の実現

新型コロナウイルス感染症による重症化を予防するため、
65歳以上の高齢者を対象に、当該感染症に係るワクチンの
定期接種を行う。

県と協調して奨学金返還支援制度を拡充し、当該制度の
対象となる市内企業に対し、最大17年間、負担額の一部を
助成し、若手人材の確保・定着を図る。

森林環境譲与税を活用し、森林の除・間伐や林道・登山
道の整備等を行い、グリーンツーリズムを軸とした交流事
業を推進するとともに、木材の利用促進を図る。

ＪＲ加古川線の利用促進につながる補助メニューを追加
し、更なる誘客活動を行うとともに、市内での消費活動の
促進と地域経済の活性化を図る。



（新）帯状疱疹ワクチン接種助成事業 4,200

（新）健康増進計画策定事業 3,850

（新）サムホール大賞展開催事業 1,000

（充）男女共同参画推進事業（セミナー時等託児） 185

（充）市民交流施設管理運営事業（アートサポーター企画事業） 500

50歳以上の方を対象に、帯状疱疹ワクチンの接種に係る
費用の一部を助成する。

市民の健康増進の総合的な推進を図るため、令和７年度
を初年度とする第２期西脇市健康増進計画を策定する。

令和７年度に開催する第13回全国公募西脇市サムホール
大賞展に向けて、準備を進める。

セミナー等の開催時に託児を行うことにより、子育て・
孫育て中の方が安心して参加できる環境を整える。

市民が主体となる文化芸術活動の活性化を図るため、企
画運営ボランティアの実施イベント等を支援する。



（充）地区からのまちづくり事業 22,562

（新）情報システム運用事業（自治体情報システム標準化） 197,583

（新）ＤＸ推進事業（地理情報システム整備） 20,492

（新）税務一般事務経費（住民税基幹システム改修） 10,758

各地区のまちづくり団体を対象に、地区まちづくり計画
に掲げる事業や、地域特性を生かした事業の実施を支援す
る。

○多様な主体による地域自治の確立

公開型ＧＩＳ（地理情報システム）を導入し、業務の効
率化や情報共有を図るとともに、インターネット上に公開
することで、市民サービスの向上につなげる。

住民記録、地方税、福祉等の窓口業務システムの標準化
を行うことで、人的・財政的な負担を軽減し、市民サービ
スの向上と業務の効率化を図る。

○戦略的で持続可能な行政経営の推進

国事業の個人住民税の定額減税に対応するほか、事務手
続の電子化や納税環境の整備を図るため、住民税基幹シス
テムの改修を行う。



 

（歳入）　

　・引上げ分の地方消費税収 千円

（歳出）

　・社会保障施策に要する経費 千円

　

充当額
一般財源

2,846,588

0

0

0

0

223,714

223,714

350,828合　　　　計

公共下水道事業債償還費

地方債 その他

350,828

350,828

区　　　　分 予算額

350,828

0

0

（単位：千円）

（単位：千円）

484,000

財　源　内　訳

特　定　財　源

23,383

170,731

365,067

118,933

118,933

484,000

都市計画税の充当事業

340,948

46,635

340,504

728,087

237,198

237,198

965,285

170,953

国県支出金

引上げ分の地方消費税収を充てる社会保障施策に要する経費

事　　業　　名 経　　費

うち一般財源

地方消費税収
充当額

社会福祉

　障害者福祉事業 1,228,338

　高齢者福祉事業 52,942

　児童福祉事業 1,255,784

小　　計 2,537,064

保健衛生

　疾病予防対策事業等 309,524

小　　計 309,524

合　　　　　　計 2,846,588


